
様式第１号（第５条関係） 

 

 

令和　　年　　月　　日 

 

 

三沢市長　殿 

 

 

令和８年度三沢市医療・福祉職子育て世帯移住支援金交付申請書 

 

 

　令和８年度三沢市医療・福祉職子育て世帯移住支援金交付要綱第５条の規定により、

関係書類を添えて下記のとおり申請します。 

 

記 

 

１　申請者欄 

 

２　支援金の申請状況 

 

３　転出元の住所 

 

 

 フリガナ 　
生年 

月日

昭和・平成 

年　　月　　日
 氏名 

（自署又は記名押印）

　

 

住　所
〒　　　－ 電話 

番号
　

 メール 

アドレス

　 申請 

区分
就業　・　就学

 同時に移住した家族の人数 

（１の申請者は含まない）
人

ひとり親世帯 

（該当する場合は○）

 
上記家族の人数のうち 

１８歳未満の者の人数
人

三沢市移住支援金又は地方就職

学生支援金の支給の有無 

（該当する場合は○）

 

住　所

〒　　　－



４　各種確認事項（該当する項目に〇をつけてください） 

 

５　青森県医療・福祉職子育て世帯移住支援事業に係る個人情報の取扱い 

 

 別紙「三沢市医療・福祉職子育て世帯移住支援

金の交付申請に関する誓約事項」に記載された

内容について

Ａ．誓約する　　　Ｂ．誓約しない

 下記５「青森県医療・福祉職子育て世帯移住支

援事業に係る個人情報の取扱い」に記載された

内容について

Ａ．同意する　　　Ｂ．同意しない

 当市への転入前から１８歳未満の者を養育し

ており、かつ、現在も養育しているか
Ａ．該当する　　　Ｂ．該当しない

 世帯員全員が申請日から５年以上継続して三

沢市に居住する意思について
Ａ．意思がある　　Ｂ．意思がない

 申請日から５年以上継続して就業又は就学す

る意思について
Ａ．意思がある　　Ｂ．意思がない

 申請者及びその世帯員のいずれかの転勤、出

向、出張、研修等による移住ではないか
Ａ．該当しない　　Ｂ．該当する

 三沢市暴力団排除条例（平成２４年三沢市条例

第１１号）第２条第２号に規定する暴力団員か
Ａ．該当しない　　Ｂ．該当する

 

就
業
の
場
合

職種は事業対象資格に基づく業務である

か
Ａ．該当する　　　Ｂ．該当しない

 あおもりジョブ、公共職業安定所、青森県

ナースバンク、青森県福祉人材センター、

青森県保育士人材バンク等の職業紹介を

経ているか

Ａ．経ている　　　Ｂ．経ていない

 就業先の医療機関及び福祉施設等の代表者

又は取締役等の経営を担う者は、申請者又は

その世帯員の３親等以内の親族であるか

Ａ．該当しない　　Ｂ．該当する

 
転勤、出向、出張、研修等による勤務地の

変更ではなく、新規の雇用であるか

Ａ．新規の雇用である 
 
Ｂ．転勤、出向、出張、研修等に 

よる勤務地の変更である

 

就
学
の
場
合

申請者が事業対象資格を新たに取得する

ものであるか
Ａ．該当する　　　Ｂ．該当しない

 資格取得の目的が、県内の医療機関又は福

祉施設に勤務するためであるか
Ａ．該当する　　　Ｂ．該当しない

 入学先が、保育士養成校、社会福祉士養成

施設、介護福祉士養成施設等、県内の医

療・福祉職の養成機関か

Ａ．該当する　　　Ｂ．該当しない

 　青森県及び三沢市は、医療・福祉職子育て世帯移住支援事業の実施に際して得

た個人情報について、青森県及び三沢市が定める個人情報保護条例等の規定に基

づき適切に管理し、本事業の実施のために利用します。 

　また、青森県及び三沢市は、当該個人情報について、本事業の円滑な実施のた

め、申請年度以降も、他の都道府県、他の市区町村等に提供し、又は確認する場

合があります。



様式第１号　別紙 

 

三沢市医療・福祉職子育て世帯移住支援金の交付申請に関する誓約事項 

 

１　三沢市医療・福祉職子育て世帯移住支援金の支給要件及び居住状況等を確認するため、

三沢市が住民基本台帳等の公簿等を閲覧することに世帯員全員が同意します。 

 

２　青森県医療・福祉職子育て世帯移住支援事業に関する報告及び立入調査について、青森

県及び三沢市から求められた場合には、それに応じます。 

 

≪就業の場合≫ 

３　以下の場合には、令和８年度三沢市医療・福祉職子育て世帯移住支援金交付要綱に基づ

き、支援金の全額又は半額を返還します。 

　⑴　全額の返還（①⑤は支援金の交付を受けた者について、②③④⑥は支援金の交付を受

けた者及びその世帯員について適用する。） 

　　①　虚偽の申請等をした場合 

　　②　居住の実態がないことが判明した場合 

　　③　申請日から３年未満に三沢市から県外に転出した場合 

　　④　申請日から３年未満に三沢市から県内の他市町村へ転出し、その後県外に転出した 

場合 

　　⑤　申請日から１年未満に支援金の要件を満たす職を辞した場合 

　　⑥　その他県知事及び市長が全額の返還が適当であると認めた場合 

　⑵　半額の返還（③は支援金の交付を受けた者について、①②④は支援金の交付を受けた

者及びその世帯員について適用する。） 

　　①　申請日から３年以上５年以内に三沢市から県外に転出した場合 

　　②　申請日から３年以上５年以内に三沢市から県内の他市町村へ転出し、その後県外に

転出した場合 

　　③　申請日から１年以上３年以内に支援金の要件を満たす職を辞した場合 

　　④　その他県知事及び市長が半額の返還が適当であると認めた場合 

 

４　３に該当しないことを証明するため、支援金の交付を受けた年度の次の年度から市長が

必要と認める年度まで、毎年度３月３１日における就業の状況について、原則として、そ

の翌年度の５月３１日までに以下の書類の提出により市長に対して報告します。 

また、３に該当することとなった場合は、市長に速やかに報告します。 

　⑴　就業証明書（様式第２号を準用） 

※就業先が変更となる場合には、その都度提出すること。 

　⑵　現住所がわかる書類（住民票など） 

 



≪就学の場合≫ 

５　以下の場合には、令和８年度三沢市医療・福祉職子育て世帯移住支援金交付要綱に基づ

き、支援金の全額、半額又は４分の１に相当する額を返還します。 

　⑴　全額の返還（①⑤⑥は支援金の交付を受けた者について、②③④⑦は支援金の交付を

受けた者及びその世帯員について適用する。） 

　　①　虚偽の申請等をした場合 

　　②　居住の実態がないことが判明した場合 

　　③　申請日から３年未満に三沢市から県外に転出した場合 

　　④　申請日から３年未満に三沢市から県内の他市町村へ転出し、その後県外に転出した

場合 

　　⑤　支援金の要件を満たす養成機関を卒業できなかった場合 

　　⑥　支援金の要件を満たす養成機関を卒業した日から１年以内に事業対象資格の取得に

至らなかった場合 

　　⑦　その他県知事及び市長が全額の返還が適当であると認めた場合 

　⑵　半額の返還（③④は支援金の交付を受けた者について、①②⑤は支援金の交付を受け

た者及びその世帯員について適用する。） 

　　①　申請日から３年以上５年以内に三沢市から県外に転出した場合 

　　②　申請日から３年以上５年以内に三沢市から県内の他市町村へ転出し、その後県外に

転出した場合 

　　③　支援金の要件を満たす養成機関を卒業した日から１年以内に事業対象資格に基づく

業務に従事するため県内の医療機関又は福祉施設等に就業しなかった場合 

　　④　支援金の要件を満たす養成機関を卒業した日から１年以内に事業対象資格に基づく

業務に従事するため県内の医療機関又は福祉施設等に就業するも、就業した日から１

年未満に支援金の要件を満たす職を辞した場合 

　　⑤　その他県知事及び市長が半額の返還が適当であると認めた場合 

　⑶　４分の１に相当する額の返還（①は支援金の交付を受けた者について、②は支援金の

交付を 

受けた者及びその世帯員について適用する。） 

　　①　支援金の要件を満たす養成機関を卒業してから１年以内に事業対象資格に基づく業

務に従事するため県内の医療機関又は福祉施設等に就業するも、就業した日から１年

以上３年以内に支援金の要件を満たす職を辞した場合 

　　②　その他県知事及び市長が４分の１に相当する額の返還が適当であると認めた場合 

 

６　５に該当しないことを証明するため、支援金の交付を受けた年度の次の年度から市長が

必要と認める年度まで、毎年度３月３１日における就業の状況について、原則として、そ

の翌年度の５月３１日までに以下の書類の提出により市長に対して報告します。ただし、

養成機関を卒業した日の属する年度の翌年度の報告においては、⑶及び⑷に掲げる書類を

併せて提出します。 

また、５に該当することとなった場合は、市長に速やかに報告します。 

　⑴　在学証明書（就業した場合は、就業証明書（様式第２号を準用）） 

　⑵　現住所がわかる書類（住民票など） 

⑶　事業対象資格を取得したことが確認できる書類 

⑷　交付要綱別表第２に規定する機関等の紹介を経て就業先に応募したことがわかる書類 

⑸　その他県知事及び市長が必要と認める書類


